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(団体実施型訓練方式限定)

（模範）職業訓練講義委託契約書
教授会員（以下甲という）と、○○アカデミー（以下乙という）は、甲が中央建設企業経営振興事業協同組合連合会（以下中建連という）の公認を受けて実施する別紙添付の職業訓練カリキュラム（以下対象訓練という）の講義を（一部又は全部）委託するに際して、本契約を締結する。
第1条（目的）
1.甲は、中建連より社外講師として登録を承認された乙(又は乙に所属する社員)に、甲が企画開催する対象訓練の講義を本契約条項に基づき委託する。
2.対象訓練は、中建連による団体実施型訓練制度により、公的助成金制度の要件に適合するよう企画開催されることに鑑み、当該制度による開講規制、手続遵守事項（以下当該規制等事項という）を履践することを通則として乙は受託するものとし、本契約締結後、当該規制等事項の不知、無理解を甲に対する抗弁として援用できない。
第2条（委託事項）

【全時間委託の場合】

○甲は、乙に、対象訓練カリキュラムの全時間の講義を委託する。
【単元委託の場合】

●1.甲は、乙に、対象訓練カリキュラムの指定する課程に関する講義を委託する。

●2.前項による指定課程は、別紙にて明示する。

第3条（講義委託費）
1.対象訓練の講義委託費は、（時間あたり、金　　　　　　　　円（消費税別途））とし、対象訓練講義の終了より甲の指定する方法にて支払う。
2.前項による講義委託費振込に関する費用は、乙が負担する。

第4条（対象訓練の講義受託通則）
　対象訓練は、中建連の指定する方法にて、厳に講義するものとし、乙の任意の判断にて以下の各号に掲げる事例を行ってはならない。
一.対象訓練の開講時間・閉講時間として指定された時間を変更すること
二.対象訓練の指定開講日程を変更すること
三.対象訓練に指定されたカリキュラム以外の講義を行うこと
第5条（講義監理）
1.乙は、全時間の講義を受託する場合、中建連の指定する方法により、以下の各号に掲げる業務（以下監理業務という）を適正に監理するものとする。
一.各日の講義の開始時において、指定する方法にて講義風景の写真撮影を行うこと
二.前号による写真を開講する日程を明示のうえ、講義終了後直ちに甲に提出すること
三.対象訓練の指定する受講生が全員出席していることを確認すること
四.対象訓練時間内において受講生の途中退席等の事例を禁止すること
五.不適正な出席を行い、対象訓練の規定の時間要件に満たない場合、公的助成金の支給申請が不能となることを教示すること
2.第4条及び前項の監理業務の要覧は別紙に規定する。
第6条（危険負担）
1.乙が、前2条の通則に従わず対象訓練の受講企業において、公的助成金制度の利用について不利益処分を受けた場合、その危険は乙が負担する。
2.前項による危険とは、公的助成金の受給見込み額の不支給決定処分をいい、受講企業が受給できた額について、乙がその額を受講企業に補填するものとする。

第7条（補填免責）
前条による乙の補填責任は、第3条に合意する講師委託費の額を限度とし、当該額を超過する危険については、乙は免責されるものとする。
第8条（協議）
本契約に定めなき事項または解釈につき疑義もしくは紛争が生じた事項については、中建連の指揮監督に従い、両者信義誠実の原則に従い協議の上解決する。
第9条（和解合意）
1.本契約に関して当事者に争いが生じ、前条に基づく協議によるも解決しないときは、当事者は裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ADR法）に基づき、民間紛争解決（ADR）手続により解決を図るものとし、当該解決のため一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断を依頼し、当該判断を最終のものとしてこれに従うものとする。
2.民間紛争解決手続に関する一切の事項は、一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構（http://www.jacmo.org/）の定める規則によるものとする。
3．前2項による民間紛争解決手続によっても、なお紛争解決に至らず、裁判手続に移行する場合、甲の住所地を管轄する地方裁判所を第1審の管轄裁判所とする。
条文以上
上記の通り合意したので、本契約書2通を作成し、当事者各1通宛て所持する。
平成　年　　月　　日
（甲）
住所

名称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（乙）
住所　
名称　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　
別紙（第4条、第5条関係）
講義受託通則要覧
第1.開講日程の変更時の義務
□乙又は受講企業の都合により開講日程・会場・受講生（以下変更事項という）を変更する場合、直ちに甲に連絡し、所要の手続きを取るよう指示すること
□変更事項の発生による所要の手続が取れるのは、対象訓練の開講日7日前までであり、以降の変更はできないことを受講企業に教示すること

□変更事項の発生にも関わらず、前記の連絡を怠った場合、公的助成金の支給申請が不能となることを受講企業に教示すること

第2.講義時間の順守義務
□対象訓練の指定時間を順守して開講及び講義すること

□乙及び受講企業の判断で、開講時間、閉講時間を任意に変更できないこと
□時間を変更して開講講義した場合、公的助成金の支給申請が不能になることを教示すること
第3.講義出席者の監理義務
□対象訓練の受講生名簿に登載されている本人が出席していることを確認すること
□遅刻、欠席、途中退席をしたものに、賃金助成金が当該時間減額されることを教示すること
□上記の場合、受講生の参加時間が、「対象訓練の申請時間の8割に満たない場合」、公的助成金の支給申請が不能となることを教示すること
□出席者のタイムカードの刻印（又は出勤台帳）が開講時間通りとなっていることを確認すること
第4.講義風景写真撮影の作法と提出
□甲の指示する作法により講義風景を撮影すること
第5.不適正講義受託時の危険負担の認諾
□前4項による適正な開講監理義務を怠り、公的助成金支給申請が不能となった場合の危険を第7条により免責される額を除き乙が負担すること

（編纂要領）
1.ここに公式研修開催要項を添付する
2.公式研修開催要項を添付したら、2通作成し、袋綴じを行う。
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